
⽇本株発掘ファンド ⽶ドル型

2022年7⽉22⽇

平素は、『⽇本株発掘ファンド ⽶ドル型』をご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当ファンドは、2022年7⽉21⽇に第29期計算期末を迎えました。当期の運⽤状況と今後の運⽤に
ついてご報告いたします。

なお、当期の収益分配に関しましては、基準価額の⽔準等を勘案し550円（1万⼝当たり、税引前）とい
たしました。

今後ともファンドのパフォーマンス向上をめざしてまいりますので、引き続きお引き⽴て賜りますよう、
よろしくお願い申し上げます。

＜収益分配⽅針＞

① 分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等とします。

② 原則として、下記1. および2. に基づき分配⾦額を決定します。

１．各計算期末における収益分配前の基準価額（1万⼝当たり。既払分配⾦を加算しません。以下

同じ。）が10,000円超の場合、10,000円を超える額をめどに分配⾦額を決定します。なお、

計算期末に向けて基準価額が⼤きく上昇した場合など基準価額の動向等によっては、実際の

分配額がこれと異なる場合があります。

２．各計算期末における収益分配前の基準価額が10,000円以下の場合、配当等収益から分配します。

ただし、配当等収益が少額の場合には、分配を⾏なわないことがあります。

第29期決算のお知らせと運⽤状況について

※分配⾦は、決算の都度、収益分配⽅針に基づいて委託会社（⼤和アセットマネジメント）が決定しますので、将来の分配⾦について、
あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するものではありません。今後の市場環境や運⽤状況によっては、分配⾦の変更あるいは分配⾦が
⽀払われない場合もあります。
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※ 「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※ 基準価額の計算において、運⽤管理費⽤（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費⽤をご覧ください）。
※ 「期間別騰落率」の各計算期間は、基準⽇から過去に遡った期間とし、当該ファンドの「分配⾦再投資基準価額」を⽤いた騰落率を表しています。為

替の騰落率は、わが国の対顧客電信売買相場の仲値を採⽤し、算出しています。
※ TOPIX（東証株価指数）（配当込み）は当ファンドのベンチマークではありませんが、参考のため掲載しています。
※ グラフ上のTOPIX（配当込み）は、グラフの起点時の分配⾦再投資基準価額に基づき指数化しています。
※ 上記は過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

基準価額・純資産・分配の推移（2022年7⽉21⽇現在）

※ 分配⾦は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配
をお約束するものではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。

※ ⽐率は、純資産総額に対するものです。

※ 「その他」は主に東証プライムに所属して間がなく、各規模別指数あるいはTOPIXにまだ
振り分けられていない銘柄を表します。

≪主要な資産の状況≫（2022年6⽉30⽇時点）
資産別構成

資産 銘柄数 比率

33 93.3%国内株式

--- ---国内株式先物

--- ---不動産投資信託等

6.7%コール・ローン、その他

33 100.0%合計

規模別構成 ※比率は、株式ポートフォリオに対するものです。

超大型（TOPIX Core30）

大型（TOPIX Large70）

中型（TOPIX Mid400）

小型（TOPIX Small）

その他

東証プライム(除くTOPIX)

東証スタンダード(除くTOPIX)

東証グロース(除くTOPIX)

名証等

新規上場銘柄等 0.0% 0
合計 100.0% 33

1.2% 1
0.0% 0
0.0% 0

11
14.7% 5
0.0% 0
0.0% 0

規模 比率 銘柄数

T
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X

時価総額規模別

33.8% 10
20.7% 6
29.6%

≪分配の推移≫

（1万口当たり、税引前）

分配金合計額

決算期（年/月） 分配金

第1〜17期 合計︓ 1,520円
第18期 (19/10) 10円
第19期 (20/01) 0円
第20期 (20/04) 40円
第21期 (20/07) 10円

第23期 (21/01) 0円
第22期 (20/10)

第24期 (21/04) 60円

30円

第25期 (21/07) 0円
(21/10) 30円

第27期 (22/01) 0円
第26期

第28期 (22/04) 60円
第29期 (22/07) 550円

設定来︓ 2,310円

当初設定⽇（2015年6⽉30⽇）〜2022年7⽉21⽇

期間別騰落率

1カ⽉間
3カ⽉間
6カ⽉間
1年間
3年間
5年間
年初来

設定来

+23.6 % 
+20.4 % 
+13.1 % +40.1 % +33.7 % 

米ドル
TOPIX

（配当込み）
ファンド

+10.3 % -0.7 % 

+2.4 % 
+8.0 % 

+21.7 % 
+25.9 % 
+28.8 % 

+1.4 % 
+18.7 % +2.6 % 

TOPIX（配当込み） 3,156.42

+6.5 % +5.2 % 

純資産総額 10億円
基準価額 10,757 円

期間

+34.3 % 

+19.7 % +4.9 % 

+9.7 % 

+49.4 % +33.8 % 
+29.1 % 

0

40

80

120

160

200

240

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

設定時 17/10/24 20/3/2 22/6/30

純
資
産
総
額
（
億
円
）

基
準
価
額
（
円
）

純資産総額

分配金再投資基準価額

基準価額

TOPIX（配当込み）

2/10



年初から下落基調だった国内株式市況は3⽉末にかけて⼀時的に反発した後、4⽉以降はコロナウイルス
感染者数の減少に伴って経済活動が正常化に向かい、内需に回復感が⽣じたものの、ＦＲＢ（⽶国連邦準
備制度理事会）の利上げペースの加速や景気の先⾏きに対する懸念などから海外株式市場が調整した影響
を受け、当期末にかけて上値の重い展開となりました。

第29期の基準価額は、同期間の参考指数を上回って上昇しました。

ポートフォリオでは、来期以降の利益拡⼤に対する期待が⾼まった製薬会社や、世界的に天然ガス価格
が⾼騰する中、⻑期契約に基づき安定的な価格でガスを調達できる体制を備えているガス会社の株価が⼤
きく上昇し、ファンドの運⽤成績にプラスに寄与しました。このほか、エネルギー効率の⾼い製品を提供
する給湯器メーカーや、コロナ禍で業績が低迷していた炭素繊維事業が回復の兆しを⽰し始め、証券会社
のレーティング引き上げが続いた繊維メーカーなどの株価が上昇し、運⽤成績に貢献しました。

他⽅、当期中の運⽤成績に最も⼤きなマイナス要因となったのは廃棄物処理企業です。同社は6⽉末の
第1四半期業績発表時に利益予想の下⽅修正を発表しました。⼦会社が請負を予定していた業務が遅延し
たことを主な理由とする修正で、期初に発表した今期の営業利益予想額を3%弱引き下げる内容でしたが、
翌⽇、同社の株価はストップ安⽔準まで下落しました。当ファンドはその数⽇後に企画担当役員とミー
ティングを⾏いました。その結果、堅調な本体及び他の⼦会社の業績が当該⼦会社の不調を補い、最終的
には期初予想と同程度の（下⽅修正前の）利益額を達成する可能性が⾼いと判断し、ファンドでのポジ
ションを維持しています。

このほか、⽶国の景気悪化が懸念される中、⽶国市場での売上構成⽐が⾼い化学品メーカーや建機メー
カー、外国政府が資源輸出に対する課税を強化する⽅向との報道によって嫌われた総合商社などの株価が
下落し、運⽤成績にマイナスの影響を及ぼしました。

ファンドマネージャーのコメント
※現時点での投資判断を⽰したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

【運⽤状況・マーケット環境 （2022年4⽉22⽇〜7⽉21⽇)】
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本年2⽉のロシアによるウクライナ侵攻を機に、⻄側諸国はロシアを既存の経済システム（サプライ
チェーン）から排除する動きを活発化させました。その様相は、冷戦期に⽶国を中⼼とする⻄側諸国と旧
ソ連が主導する東側諸国がそれぞれの陣営内で経済を完結させたブロック経済の時代を彷彿とさせます。
冷戦の終結後、中国のWTO加盟等を経て、各国の経済は国際分業を通じて相互のつながりを深めました。
その結果、モノの価格には下落圧⼒が⽣じ、消費者は良質な製品を安価に⼊⼿できる恩恵に浴しました。
しかし今や、過去四半世紀にわたって続いたこのような経済システムは変化を余儀なくされ、上述のとお
り再びブロック化の⽅向に進むかにみえます。ブロック化が進めば、過去四半世紀に起きた事態とは反対
の現象、すなわちモノの価格が上昇するインフレーション圧⼒が⽣じる可能性が⾼いと思われます。

このような環境下、海外主要国は⾦融緩和政策を終了させ、⾦利を引き上げ始めました。⼀⽅、⽇本で
は⾦融緩和が続いており、これが⾜もとの円安ドル⾼の⼀要因となっています。国際的にインフレ圧⼒が
⾼まっているなか、⽇本経済は円安を通じて強化された物価上昇圧⼒に直⾯することとなり、当⾯の国内
景気の⾒通しは楽観を許しません。

このような認識に基づき、当ファンドでは「利益やキャッシュフローなどの価値を⽣み出す実体」を有
する企業に投資する基本的な考え⽅を堅持しつつ、以下の領域で投資機会を探して参ります。

1.ヘルスケア分野や環境関連など、コロナ禍にかかわらず中⻑期的に需要が⾼まる領域で事業を展開

する企業

2.コロナ禍によって加速した社会のデジタル化から恩恵を受けるテクノロジー関連企業

3.強い事業競争⼒を背景に、コスト上昇分を適切に価格転嫁できる企業

4.⽇本固有の事業環境を国際的な⽐較優位に転化できる企業（たとえば、⽇本の「上がらない賃⾦」

は⼀般的には「⽇本経済の問題点」と捉えられるが、国内の安い⼈件費で優れたコンテンツを制作

し世界に販売する企業は、⽇本の「弱み」を優位性に転化できるのではないか）

【今後の運⽤について】
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※上記はイメージであり、実際の分配⾦額や基準価額を⽰唆するものではありませんのでご留意ください。

分配金分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産からは、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われ支払われますので、分配金が支払われるますので、分配金が支払われると、と、
その金額相当分、基準価額は下がります。その金額相当分、基準価額は下がります。

投資信託の純資産 分配金
投資信託で分配金が
支払われるイメージ

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになり支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになり
ます。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。ます。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

前期決算日から基準価額が上昇した場合 前期決算日から基準価額が下落した場合

（注）分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配
準備積立金および④収益調整金です。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。

10,500円

前期決算日

※分配対象額
500円

当期決算日
分配前

※50円を取崩し

当期決算日
分配後

※分配対象額
450円

前期決算日

※分配対象額
500円

当期決算日
分配前

※80円を取崩し

当期決算日
分配後

※分配対象額
420円

期中収益
（①＋②）

50円

※50円

10,550円

※450円
（③＋④）

10,450円

分配金
100円

※420円
（③＋④）

10,500円

10,400円

10,300円

分配金
100円

※80円

配当等収益
① 20円

※500円
（③＋④）

※500円
（③＋④）

 投資投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相が、実質的には元本の一部払戻しに相
当する場合があります。当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場
合も同様です。合も同様です。

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額

個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

普通分配金

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額

個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

普通分配金

元本払戻金（特別
分配金）は実質的
に元本の一部払戻
しとみなされ、その
金額だけ個別元本
が減少します。
また、元本払戻金
（特別分配金）部分
は非課税扱いとな
ります。

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額

個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額

個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

普通分配金 ： 個別元本（投資者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金 ： 個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者の個別元本は、元本払戻金（特別分配金）の
（特別分配金） 額だけ減少します。

収益分配⾦に関する留意事項
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通貨選択型ファンドの収益のイメージ
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ファンドの⽬的・特⾊

投資リスク

 
ファンドの目的 
 

わが国の株式に投資するとともに、米ドルへの投資効果の享受をめざすことにより、信託財産の中長期的な成長をめざ
します。 

 
ファンドの特色 
 

1． わが国の株式に投資します。 
◆銘柄の選定においては、主に業績動向、株価のバリュエーション等に着目します。 
◆個別銘柄の流動性、株価水準等を考慮し、ポートフォリオを構築します。 

2． 実質的に円売り／米ドル買いとなる為替取引を行なうことで、米ドルへの投資効果の享受をめざします。 
（※）「為替取引」とは、通貨オプション取引等の通貨にかかるデリバティブ取引および外国為替予約取引をいいます。 

3． 毎年 1、4、7、10 月の各 21 日（休業日の場合翌営業日）に決算を行ない、収益分配方針に基づいて収益の分配
を行ないます。 

4． 当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。 
・マザーファンドは、「ジャパン・エクセレント・マザーファンド」です。 
※くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 
 
 

CME Term SOFR1M は、CME GROUP によりライセンス供与されている金利指標であり、著作権等の知的財産

権、その他一切の権利は CME GROUP に帰属します。CME GROUP は、大和アセットマネジメントが提供する

商品やサービスとは関係がなく、それを推奨、宣伝をするものではありません。また、大和アセットマネジメントが

提供する商品やサービスに関わるデータの正確性・完全性等に関して一切の責任を負いません。 

 
 

 
● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ

れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「株価の変動（価格変動リスク・信用リスク）」、「中小型株式への投資リスク」、「株価指数先物取引の利用に伴うリス
ク」、「為替変動リスク」、「通貨オプション取引の利用に伴うリスク」、「その他（解約申込みに伴うリスク等）」 
※ 米ドルの為替レートが円高方向に進んだ場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割込むことがありま

す。 
※ 米ドルの金利が日本円の金利より低いときには、金利差相当分がコストとなり、需給要因等によっては、さらにコス

トが拡大することもあります。 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 
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ファンドの費⽤
 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことがで
きません。 

※ 購入時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせください。 
※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 

 

投資者が直接的に負担する費用 
 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

〈上限〉3.3％（税抜
3.0％） 

購入時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提
供、取引執行等の対価です。 

信託財産留保額 ありません。 — 
投資者が信託財産で間接的に負担する費用 
 料率等 費用の内容 
運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 1.595％ 
（税抜 1.45％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に対
して左記の率を乗じて得た額とします。 

その他の費用・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・
オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する場
合の費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために⼤和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に⽣じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運⽤実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を⽰唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を⽰すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を⽬的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、⽰唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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2022年6月30日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○ 

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○ 

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ ○ 

丸三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第167号 ○  

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○ 

日本株発掘ファンド　米ドル型　取扱い販売会社

販売会社名　（業態別、５０音順）

（金融商品取引業者名）
登録番号

加入協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

 
上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。 10/10




